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【特集１】教育行政・経営研究におけるリスク

元兼 正浩
（九州大学大学院／教授）

Ⅰ 本特集の背景
Ⅱ リスクとはなにか

Ⅰ 本特集の背景

本特集Ⅰは、 独 教職員支援機構の平成 年

度 教員の資質向上のための研修プログラム開発

支援事業（Ｂ 次世代型研修プログラム開発事業）

委託研究の成果の一部である。本研究開発事業は

危機予防や危機予測といったリスク・マネジメン

トの観点から組織全体の意識を高める研修プログ

ラムを提案するものであるが、本特集ではこれを

可能な限り学術的な研究課題として捉え直しここ

に再検討するものである。

昨年度初めに起こった熊本地震では学校現場の

管理職らが大変苦労しながら自力でその都度判断

しながらクライシス対応を行っていた。そうした

知見（失敗学も含め）を生かして日常的な身構え

（リスク・マネジメント）の必要性を洗い出して

いくことが今年度の研究課題の一つである。

また学校が抱えるリスク、直面するクライシス

はこうした自然災害ばかりではない。教職員の不

祥事案件、保護者対応、運動会や修学旅行などの

学校行事での事故、最近では若手育成、地域連携・

協働におけるトラブルなど様々な場面を想定した

ケースが考えられる。

そこで本年度は平成 年度に開発したミドル

向けケースメソッド事例とあわせ、ロールプレイ

スクリプトなど研修コンテンツを開発し、多くの

自治体でのトライアルを行ったり、また組織開発

メンバーの協力を得て研修ニーズのある自治体へ

「出前型」の研修も実施したりした。

なお、本プログラムは主にミドル層教員を対象

としているが、ミドル概念は広く、「チームとして

の学校」論を踏まえ、もはや新しくはなくなった

「新しい職」や主任・主事の他、学校事務職員ら

ノンティーチングスタッフも視野に入れた汎用性

のある研修プログラムの開発を志向している。詳

細は別冊の報告書をご高覧いただきたい。

また、本特集については教職課程の再課程認定

の動向も視野に入れている（後掲の鄭論文など）。

教職課程コアカリキュラム対応表によれば、従来

から第三欄に位置付けられてきた「教育に関する

社会的、制度的又は経営的事項」に、（学校と地域

との連携及び学校安全への対応を含む。）がカッコ

書きで追加された（ただし下線は筆者）。

この「学校安全への対応」の一般目標は「学校

の管理下で起こる事件、事故および災害の実情を

踏まえて、学校保健安全法に基づく、危機管理を

含む学校安全の目的と具体的な取組を理解する。」

こととされ、具体的には、１）学校の管理下で発

生する事件、事故及び災害の実情を踏まえ、危機

管理や事故対応を含む学校安全の必要性について

理解していること、２）生活安全、交通安全、災

害安全の各領域や我が国の学校をとりまく新たな

安全上の課題について、安全管理および安全教育

の両面から具体的な取組を理解していること、が

到達目標として掲げられた。筆者が下線を引いた

「我が国の学校をとりまく新たな安全上の課題」

が学校保健安全法にも位置づけられていないまま、

パブリックコメントの後に急きょ追加されたこと、

実際に防災頭巾をかぶっての アラート訓練など

国防の一翼を担うような対応が学校に求められる

ようになり、それに対する賛否両論の意見がある

ことなど、検討すべき点は少なくない。

以上のようなことも含め、改めて教育行政学や

学校経営学研究において「安全」と「危険」、そし

て「リスク」の問題に向き合っておく必要がある

だろう。
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